
このビジョンは、コロンバスでの生活に影響を及ぼす、
モビリティをテーマの軸に検討されている。例えば、同
市の提案には、「出生前医療へのアクセスを向上さ
せ、スマートコリドーやスマート決済プロジェクトを構築
することで、乳児死亡を40％減少させる」2という目
標が組み込まれている。
スマートシティ・チャレンジには、連邦運輸省
（DoT）から4,000万ドルの助成金の他、シアト
ルを拠点とする慈善事業団体のVulcan Inc.から
1,000万ドルが提供された3。スマートコロンバスチー
ムが立ち上げられ、モビリティを主軸に、「未来のコ
ネクテッドシティのモデルになる」というコロンバスのビ
ジョンをサポートするために、市関係者、民間セク
ター、学界から多くのステークホルダーが参加した 。
同市は、スマートシティへの道のりに対して、以下
の4つの基本目標を設定した。
1. 経済成長の推進
2. 人々の生活の質の向上
3. サステナビリティの促進
4. 安全の向上

これらの基本目標に基づき、スマートコロンバス
チームは、推進のためのロードマップを策定した。
このロードマップの鍵となるのは、同市において、全
てのスマートシティアプリケーションの統合が可能な、
単一のデジタルプラットフォームを構築するというこ
とだ。複数のシステムにわたる関連データを統合す
るデータプラットフォームシステムを指し、同市はこれ
を「スマートコロンバスオペレーティングシステム」と呼
んでいる。同市は、物理的インフラ（道路、交通
信号システム）、様々な交通手段（公共交通
機関など）および交通サービスプロバイダー（アグ
リゲーターなど）に関連するデータを統合するプラッ
トフォームの構築に着手している4。

オハイオ州コロンバスにおけるスマートシティ推進のロードマップ策定

Client stories

コロンバス

オハイオ州コロンバスは、2016年6月にアメリカ合衆国運輸省のスマートシティ・チャレンジで優
勝し、全国的に大きく報道された。コロンバスの他、77の都市がこれに参加したが、「市民の
生活の質向上にテクノロジーがいかに貢献できるか」1という全体的で包括的なビジョンを提示
したコロンバスが選ばれた。

デロイト グローバルのスマートシティ構想
世界各地の都市は、何世代にもわたって築き
上げてきた独自の文化や特徴を未来に残し
ていくため、テクノロジーを活用している。同じ
経験をしている都市は2つとないが、多くの都
市が同じ教訓を得ている。それは、今後都市
が辿る道は、利用されるテクノロジーの数では
なく、それらをどれだけうまく連携できるかに
よって決まる、ということだ。
デロイトの360°スマートシティフレームワークは、
新たなツールによって都市生活を向上させ
る方法を、都市のステークホルダーが共通の
言語で議論することを可能にする。スマート
シティは、経済、モビリティ、安全・安心、行
政・教育、生活・健康、環境・エネルギーの
領域にわたって「インフラ」の定義を拡大し、
従来の課題の間に新たなつながりを見出し
ている。
各クライアント事例の中で、また今後紹
介する多くのクライアント事例の中で、
人々は自分たちの環境をより健康的で、
より環境に優しく、より豊かにし、住民の
日常的なニーズに応えられるようにする方
法を模索している。それらの事例から私た
ちは何を学ぶことができるだろうか。
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コロンバス

DoTコンテストで優勝し、未来へのロードマップを
策定したことが、コロンバスのスマートシティ投資の
推進力となっている。同市は、さまざまなステーク
ホルダーや増え続けるスマートシティエコシステムの
パートナーに、市のスマートシティ計画を共有してい
る。
同市の資金は、当初の5,000万ドルから、2017年
末には5億ドル近くへと成長したが、Columbus  
Partnership（パートナー民間企業団体）との緊
密な連携を通して、2020年までに10億ドルまで増
やすという目標を設定した5。
このようなイノベーションの有機的なエコシステム
は、複数の公的および民間資金の提供を受け
るのと同様に、必然的に複雑なガバナンス体制
を伴う。全てのリソースをコントロールする単一の
権限がなく、迅速な意思決定が困難になりうる。
データガバナンスやサイバーセキュリティ、またはイ
ンフラ整備の優先順位付けの実行にしても、多
くの観点から検討することは重要である一方、
成熟したガバナンスが必要になる。
コロンバスは、アメリカ合衆国においてスマートシティ
の先駆者になることを目指しており、その取り組み
はDoTスマートシティ・チャレンジでの優勝に後押しさ
れた。2016年6月に同助成金を勝ち取り、2017年
5月にロードマップを完成させて以降、同市は多額の
追加資金を確保し、多数の主要エコシステムパート
ナーを獲得し、将来のロードマップを策定することがで
きた。今、「スマートコロンバス」は、そのビジョンを実
行する中で、アメリカ合衆国内のスマートシティに取
り組む他都市のベンチマークとなろうとしている。

デロイトのサービス提供内容
未来のコネクテッドシティのモデルの創造という大胆なビジョンを実現するために、コロンバスは包括
的な計画を必要としていた。Columbus Partnershipと協働し、コロンバス市を含む重要なステー
クホルダーからの聞き取りを行い、デロイトは、ステークホルダーの複雑なエコシステムの中で、複数
のモビリティ、エネルギーおよびその他のプロジェクトを戦略的および協調的に実行する総合ロード
マップを策定した。
デロイトのロードマップによって、モビリティアプリケーションを含むあらゆるシステムのデータを統合し、その
ビジョンの礎となるデジタルプラットフォームを含む将来像が提案された。8週間という期間で、デロイト
は、同市のプロジェクトのポートフォリオに対する包括的見解を作成し、市がロードマップを効果的に
実行し、プロジェクトを構成する施策間の相互関係を定義し、構想全体の進捗を管理することを可
能にした。
さらに、デロイトは3つのワークストリーム憲章を策定し、スコープ、利益、指標、役割、パートナー、
タイムラインおよび資金調達などの実装の重要側面に対処した。
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